
７ 特 別 会 計

(1) 決算収支状況

本市の特別会計は、当年度末において１５会計となっている。

当年度の決算額は、歳入 930 億 9,813 万 2,842 円、歳出 943 億 9,554 万 9,646 円で、歳入

歳出差引額（形式収支）は 12 億 9,741 万 6,804 円の赤字で、翌年度へ繰り越すべき財源が

284 万 6,000 円であるため、実質収支は 13 億 26 万 2,804 円の赤字となっている。

特別会計ごとの決算収支の状況は、次表のとおりである。

特 別 会 計 決 算 収 支 状 況 表

区　　　　分
予算現額　

A
歳入決算額　

B
歳出決算額　

C

歳入歳出差引額
(形式収支)　

D:B-C

翌年度へ繰り
越すべき財源　

E

実質収支　
F:D-E

港 湾 特 別 会 計 8,681,572,000 6,833,639,757 7,209,718,981 △ 376,079,224 2,846,000 △ 378,925,224

臨 海 土 地 造 成
事 業 特 別 会 計 2,789,677,000 221,489,601 2,775,672,703 △ 2,554,183,102 △ 2,554,183,102

渡 船 特 別 会 計 157,905,000 159,869,619 150,929,151 8,940,468 8,940,468

市 場 特 別 会 計 800,916,000 889,943,098 743,438,941 146,504,157 146,504,157

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計 31,749,362,000 31,684,981,049 30,861,104,080 823,876,969 823,876,969

土 地 取 得
特 別 会 計 429,266,000 383,791,092 328,343,464 55,447,628 55,447,628

観 光 施 設 事 業
特 別 会 計 212,961,000 205,939,869 204,010,346 1,929,523 1,929,523

漁業集 落環 境整 備
事 業 特 別 会 計 10,298,000 10,941,353 9,936,452 1,004,901 1,004,901

介護保 険特 別会 計
介護保 険事 業勘 定 29,500,791,000 29,015,652,475 28,593,078,116 422,574,359 422,574,359

介護保 険特 別会 計
介護ｻｰﾋﾞｽ事業勘定 9,892,000 10,800,872 8,882,658 1,918,214 1,918,214

農 業 集 落 排 水
事 業 特 別 会 計 363,298,000 357,873,493 355,869,301 2,004,192 2,004,192

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 事 業 特 別 会 計 28,300,000 35,198,500 10,538,973 24,659,527 24,659,527

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計 5,126,831,000 5,011,978,328 4,867,992,744 143,985,584 143,985,584

市立市 民病院 債管 理
特 別 会 計 1,096,097,000 992,078,055 992,078,055 0 0

公債管 理特 別会 計 17,286,074,000 17,283,955,681 17,283,955,681 0 0

合　　　　計 98,243,240,000 93,098,132,842 94,395,549,646 △ 1,297,416,804 2,846,000 △ 1,300,262,804

（単位：円）
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特別会計における歳入決算額には、一般会計からの繰入金が含まれており、特別会計ごと

の繰入金の状況は、次表のとおりである。

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 状 況 表

一般会計からの繰入金については、介護保険特別会計介護保険事業勘定が 43 億 7,842 万

8,919 円で最も多く、繰入額全体の 39.1％を占め、次いで、国民健康保険特別会計が 27 億

7,805 万 2,461 円（構成比 24.8％）、港湾特別会計が 21 億 2,466 万 4,005 円（構成比

19.0％）となっている。

一般会計からの繰入金の合計額を前年度と比較すると 1 億 9,802 万 3,688 円（△ 1.7％）

減少している。

前年度と比較し、繰入金が増加した主なものは介護保険特別会計介護保険事業勘定で、繰

入額は 1 億 7,929 万 6,218 円（ 4.3％）増加している。一方、減少した主なものは土地取得

特別会計で、繰入額は 1 億 7,968 万 4,383 円皆減している。

繰　入　額
Ａ

構成比　　　 
(%)

繰　入　額
Ｂ

構成比　　　 
(%)

港 湾 特 別 会 計 2,124,664,005 19.0 2,194,855,362 19.3 △ 70,191,357 96.8

渡 船 特 別 会 計 32,000,000 0.3 48,000,000 0.4 △ 16,000,000 66.7

市 場 特 別 会 計 253,306,000 2.3 338,598,242 3.0 △ 85,292,242 74.8

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計 2,778,052,461 24.8 2,874,781,147 25.2 △ 96,728,686 96.6

土 地 取 得
特 別 会 計 0.0 179,684,383 1.6 △ 179,684,383 皆減

観 光 施 設 事 業
特 別 会 計 141,000,000 1.3 102,000,000 0.9 39,000,000 138.2

漁 業 集 落 環 境 整 備
事 業 特 別 会 計 8,800,000 0.1 11,000,000 0.1 △ 2,200,000 80.0

介 護 保 険 特 別 会 計
介 護 保 険 事 業 勘 定 4,378,428,919 39.1 4,199,132,701 36.8 179,296,218 104.3

農 業 集 落 排 水
事 業 特 別 会 計 246,000,000 2.2 264,000,000 2.3 △ 18,000,000 93.2

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 事 業 特 別 会 計 603,283 0.0 627,988 0.0 △ 24,705 96.1

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計 1,239,060,808 11.1 1,187,259,341 10.4 51,801,467 104.4

合　　　　　計 11,201,915,476 100.0 11,399,939,164 100.0 △ 198,023,688 98.3

（単位：円）

令和２年度 令和元年度

注１　当年度及び前年度において一般会計からの繰入金のない会計（臨海土地造成事業特別会計、介護保険
　　特別会計介護サービス事業勘定、市立市民病院債管理特別会計）は記載していない。
注２　他会計からの繰入金により、他会計に係る市債の元利償還事務を行う公債管理特別会計は記載してい
　　ない。

区　　　　分 比較増減
Ａ－Ｂ　　

前年度
対比(%)
Ａ/Ｂ
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(2) 港湾特別会計

本市の港湾特別会計は、上屋、荷役機械、荷さばき地等の施設を整備、提供し、その施設

の使用に伴う使用料を主な収入とする港湾整備事業（公営企業会計に準ずる会計）に係るも

のと、国庫補助金、市債等の財源により岸壁や防波堤等の整備を行う公共事業（普通会計）

に係るものを、一括して管理している。

当年度の決算収支の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

当年度の決算額は、歳入 68 億 3,363 万 9,757 円、歳出 72 億 971 万 8,981 円で、歳入歳出

差引額（形式収支）は 3 億 7,607 万 9,224 円の赤字で、翌年度へ繰り越すべき財源が 284 万

6,000 円であるため、実質収支は 3 億 7,892 万 5,224 円の赤字となっており、翌年度歳入の

繰上充用で補塡している。

前年度と比較し、歳入は 5 億 8,149 万 1,869 円（ 9.3％）、歳出は 5 億 4,902 万 8,641 円

（ 8.2％）それぞれ増加している。

なお、当年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は 2,961 万 7,228

円の黒字となっている。

歳入決算、歳出決算の状況は、次のとおりである。

令和２年度 令和元年度 比較増減
前年度

 対比(%)

6,833,639,757 6,252,147,888 581,491,869 109.3

7,209,718,981 6,660,690,340 549,028,641 108.2

△ 376,079,224 △ 408,542,452 32,463,228 92.1

継 続 費
逓次繰越額 0

繰越明許費
繰 越 額 2,846,000 2,846,000 皆増

事故繰越し
繰 越 額

△ 378,925,224 △ 408,542,452 29,617,228 92.8

決 算 収 支 状 況 年 度 比 較 表

（単位：円）

区　　　　　　分

歳 入 決 算 額 A

歳 出 決 算 額 B

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 ） C:A-B

実 質 収 支 C-D

翌年 度 へ
繰り 越 す
べき 財 源

D

（案）
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ア 歳入決算の状況

歳入決算の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

歳 入 決 算 状 況 年 度 比 較 表

当年度の収入済額は 68 億 3,363 万 9,757 円で、前年度と比較し 5 億 8,149 万 1,869 円

（ 9.3％）増加している。また、歳入全体の収入率は 100.0％となっている。

次に、款別の収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

収入済額の主なものは、市債が 29 億 1,140 万円で歳入決算額全体の 42.6％を占め、次い

で、繰入金が 21 億 2,466 万 4,005 円（構成比 31.1％）、県支出金が 7 億 4,050 万 9,087 円

（構成比 10.8％）、使用料及び手数料が 5 億 5,552 万 8,669 円（構成比 8.1％）となって

いる。

前年度と比較し、市債が 7 億 8,330 万円（ 36.8％）増加しているが、これは主に、国直

金  額
B

収入率
B/A

令和２年度 8,681,572,000 6,833,851,679 6,833,639,757 100.0% 211,922

令和元年度 8,076,920,920 6,252,147,888 6,252,147,888 100.0% 0

比較増減 604,651,080 581,703,791 581,491,869 0.0P 211,922

前年度対比 107.5% 109.3% 109.3%  － 皆増

（単位：円）

収 入 済 額

区　　分 予算現額
調定額

A
不納欠損額 収入未済額

収入済額
A

構成比
(%)

収入済額
B

構成比
(%)

使用料及び手数料 555,528,669 8.1 587,233,644 9.4 △ 31,704,975 94.6

国 庫 支 出 金 264,229,933 3.9 420,479,400 6.7 △ 156,249,467 62.8

県 支 出 金 740,509,087 10.8 703,525,203 11.3 36,983,884 105.3

財 産 収 入 197,330,064 2.9 182,950,005 2.9 14,380,059 107.9

繰 入 金 2,124,664,005 31.1 2,194,855,362 35.1 △ 70,191,357 96.8

諸 収 入 39,977,999 0.6 25,147,021 0.4 14,830,978 159.0

市 債 2,911,400,000 42.6 2,128,100,000 34.0 783,300,000 136.8

繰 越 金 0 0.0 9,857,253 0.2 △ 9,857,253 皆減

合　　　計 6,833,639,757 100.0 6,252,147,888 100.0 581,491,869 109.3

款 別 収 入 状 況 年 度 比 較 表

（単位：円）

令和２年度 令和元年度

区　　分
比較増減

A-B

前年度
対比(%)

A/B
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轄事業（港湾）に係る改修事業債、新港地区ふ頭用地整備事業債の増加によるものである。

一方、国庫支出金が 1 億 5,624 万 9,467 円（△ 37.2％）減少しているが、これは主に、

長府地区橋梁改良事業の終了及び国庫補助金対象事業の内示の減額によるものである。

収入未済額の内訳と前年度比較については、次表のとおりである。

収 入 未 済 額 年 度 比 較 表

当年度末の収入未済額は 21 万 1,922 円となっている。前年度と比較し、財産収入が 21 万

1,922 円皆増している。

また、不納欠損額は昨年度に引き続き発生していない。

収入未済額
収入未
済率(%)

収入未済額
収入未
済率(%)

財 産 収 入 211,922 0.1 211,922 皆増

合　　　計 211,922 0.0 211,922 皆増

（単位：円）

令和２年度 令和元年度

注　収入未済率は、款ごとの調定額に対する収入未済額の割合。合計については、調定総額に対する収入未済額の割合。

区　　　分 比較増減
前年度
対比(%)
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イ 歳出決算の状況

歳出決算の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

歳 出 決 算 状 況 年 度 比 較 表

当年度の支出済額は 72 億 971 万 8,981 円で、前年度と比較し 5 億 4,902 万 8,641 円

（ 8.2％）増加しており、歳出全体の執行率は 83.0％となっている。

なお、翌年度繰越額が 5 億 9,079 万 1,000 円となっているが、これは、国直轄事業（改修）、

海岸保全施設整備事業、国直轄事業（海岸）において、国の補正予算に伴う事業決定により

5 億 429 万 1,000 円が繰越明許費として、また、8,650 万円が新港地区ふ頭用地整備事業に

おける継続費の逓次繰越として、それぞれ繰り越されたものである。

また、不用額が 8 億 8,106 万 2,019 円生じているが、これは主に、改修事業費において、

国直轄事業（港湾）の事業費が見込みを下回ったことによるもの及び環境整備事業費におい

て、国庫補助内示額の減額により事業費が減少したことによるもののほか、総務費において、

客船誘致に係る事業費が見込みを下回ったこと等によるものである。

次に、款別の支出状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

款 別 支 出 状 況 年 度 比 較 表

支出済額の内訳は、港湾費が 40 億 1,061 万 2,481 円で歳出決算額全体の 55.6％を占め、

金  額
B

執行率
B/A

令和２年度 8,681,572,000 7,209,718,981 83.0% 590,791,000 881,062,019

令和元年度 8,076,920,920 6,660,690,340 82.5% 966,900,000 449,330,580

比較増減 604,651,080 549,028,641 0.5P △ 376,109,000 431,731,439

前年度対比 107.5% 108.2%  － 61.1% 196.1%

（単位：円）

支 出 済 額

区　　分
予算現額

A
翌年度繰越額

C
不用額
A-B-C

支出済額
A

構成比
(%)

支出済額
B

構成比
(%)

港 湾 費 4,010,612,481 55.6 3,432,003,607 51.5 578,608,874 116.9

公 債 費 2,790,564,048 38.7 2,759,564,905 41.4 30,999,143 101.1

繰 上 充 用 金 408,542,452 5.7 469,121,828 7.0 △ 60,579,376 87.1

合　　　計 7,209,718,981 100.0 6,660,690,340 100.0 549,028,641 108.2

（単位：円）

令和２年度 令和元年度

区　　　分
比較増減

A-B

前年度
対比(%)

A/B
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次いで、公債費が 27 億 9,056 万 4,048 円（構成比 38.7％）、繰上充用金が 4 億 854 万 2,452

円（構成比 5.7％）となっている。

前年度と比較し、港湾費が 5 億 7,860 万 8,874 円（ 16.9％）増加し、公債費が 3,099 万

9,143 円（ 1.1％）増加している。港湾費の増加は主に、国直轄事業に係る負担金が増加し

たことによるものであり、公債費の増加は主に、海岸保全施設整備事業のうち国直轄事業費

負担金に係る市債の元利償還額の増加によるものである。

なお、市債の状況について、前年度末現在高は 232 億 9,418 万 967 円であり、当年度にお

ける新規借入額は 29 億 1,140 万円、元金償還額は 27 億 4,640 万 2,715 円であり、この結

果、当年度末現在の残高は 234 億 5,917 万 8,252 円となっている。

ウ 取扱い貨物量及び港湾施設使用料の状況

下関港における取扱い貨物量について、過去５か年の推移を示すと、次表のとおりである。

令和２年の下関港における取扱い貨物総量は 384 万 6 トンで、前年と比較し 63 万 275 ト

ン（△ 14.1％）減少している。

取扱い貨物量をふ頭別にみると、公共ふ頭及び専用ふ頭のいずれも、前年度と比較し、外

国貿易、内国貿易ともに減少している。

公共ふ頭における外国貿易の取扱い貨物量の減少は主に、完成自動車及び産業機械の輸出

の減少によるものであり、内国貿易の減少は主に、水の移出の減少によるものである。また、

専用ふ頭における外国貿易の減少は主に、その他の石油の輸出の減少によるものであり、内

国貿易の減少は主に、石炭及びその他の石油の移入の減少によるものである。

次に、港湾施設使用料について、過去５か年度の推移を示すと、次表のとおりである。

令和２年 3,840,006 1,915,186 239,320 2,154,506 505,037 1,180,463 1,685,500

% % % % % % %
  前年対比 85.9 92.8 92.1 92.7 92.5 73.8 78.5

  すう勢比 93.0 91.7 74.0 89.3 156.2 84.8 98.2

令和元年 4,470,281 2,064,142 259,884 2,324,026 545,935 1,600,320 2,146,255

平成３０年 5,072,735 2,281,772 328,705 2,610,477 639,501 1,822,757 2,462,258

平成２９年 4,644,262 2,484,053 320,494 2,804,547 301,643 1,538,072 1,839,715

平成２８年 4,127,597 2,088,264 323,317 2,411,581 323,308 1,392,708 1,716,016

　２　すう勢比の基準年は、平成２８年である。

　３　令和２年の数値は、速報値である。

下 関 港 取 扱 い 貨 物 推 移 表
　   （単位：ﾄﾝ）

 公共ふ頭取扱い貨物量 専用ふ頭取扱い貨物量

外国貿易 内国貿易 計 外国貿易 内国貿易 計

注１　各年次における数値は、１月から１２月までの計である。

区　　分 合    計
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港湾施設使用料の主なものは、荷さばき地使用料 1 億 5,075 万 8,662 円で、次いで、上屋

使用料が 1 億 941 万 9,902 円、係留岸壁及び物揚場使用料が 9,913 万 9,807 円、野積場使

用料が 1,802 万 6,460 円となっている。

前年度と比較し、野積場使用料が 1,714 万 4,963 円（ 1945.0％）、港湾環境整備施設使

用料が 334 万 2,151 円（ 39.0％）それぞれ増加している。これは主に西山地区バイオマス

発電所建設に伴う一時使用による増加である。一方、旅客施設使用料が 2,300 万 9,701 円

（△ 57.5％）、係留岸壁及び物揚場使用料が 3,036 万 1,151 円（△ 23.4％）が減少してい

るが、これは主に、国際定期航路の旅客運送の停止に伴う利用者の減少や客船の入港が無か

ったことに伴うもののほか、国際定期航路運航事業者への支援策として新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金を活用した港湾施設使用料の減免を行ったことによるもの

である。

エ まとめ

当年度の決算は、形式収支、実質収支ともに赤字であったが、単年度収支は昨年度に引き

続き黒字となっており、一定程度の健全な経営がなされていると思料された。下関港の利活

用の状況は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、客船の入港が皆無となり、

国の水際対策の強化により国際定期航路の旅客の取扱いの停止を余儀なくされ、港湾施設使

用料は前年度と比較して減少している。新型コロナウイルス感染症による将来的な影響は未

だ不透明な状況であり、収入の確保の見通しは極めて困難ではあるものの、関係事業者との

連携を図りつつ、集貨や新規航路の開拓に努められたい。当年度の事業では、西山地区の岸

壁改良事業及びふ頭用地整備事業が完成し、長府地区においても平成２４年度から開始した

橋梁改良事業に付随した道路改良工事の完成により、一連の整備事業を完了している。西山

地区の岸壁背後地には、バイオマス発電所が建設され、令和３年度から木質ペレットを燃料

とした発電事業が開始される。発電事業の燃料となる原料を運搬する船舶の入港により、今

後、岸壁使用料等の経常的な収入の増加が見込まれる。また、あるかぽーと地区においても

ウォータフロント開発に係る具体的な進展もあった。国際拠点港湾である下関港が地域の経

済社会の発展に貢献できるよう、引き続き効果的な施策を実施されたい。

令和２年度

% % % % % % % % % %
90.4 76.6 101.7 97.7 95.3 81.9 42.5 139.0 2045.0 107.1

すう勢比 109.5 112.2 100.8 108.3 124.5 85.2 29.5 2967.3 389.6 －

令和元年度

平成３０年度

平成２９年度

平成２８年度

港 湾 施 設 使 用 料 推 移 表
　   （単位：円）

427,510,917 99,139,807 2,439,571 109,419,902 150,758,662 12,661,990 16,981,740 11,905,510 18,026,460 6,177,275

前年度対比

472,715,696 129,500,958 2,399,546 111,977,740 158,166,217 15,466,680 39,991,441 8,563,359 881,497 5,768,258

438,007,522 101,347,044 2,423,400 109,142,318 143,956,111 15,021,396 55,405,946 3,739,822 2,043,628 4,927,857

445,895,039 121,149,623 2,425,008 101,044,208 139,863,957 14,921,280 61,710,418 549,585 2,951,724 1,279,236

390,380,062 88,359,909 2,420,655 101,014,990 121,087,928 14,854,860 57,614,020 401,220 4,626,480

注　すう勢比の基準年度は、平成２８年度である。

区　　分 合    計
係留岸壁
及び

物 揚 場
桟　橋 上　屋 荷さばき地 荷役機械 旅客施設

港湾環境
整備施設

野 積 場
荷 役 用

大型車両置場

使 用 料
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(3) 臨海土地造成事業特別会計

本会計は、港湾特別会計に属していた臨海土地造成事業に係る土地、現金等を帰属させ、

同事業を行うために平成２１年度に設置された特別会計である。土地造成事業は先行投資型

の事業であり、借入金を造成資金とし、造成した土地の売却収入を借入金の償還に充てるこ

とになる。

当年度の決算収支の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

決 算 収 支 状 況 年 度 比 較 表

当年度の決算額は、歳入 2 億 2,148 万 9,601 円、歳出 27 億 7,567 万 2,703 円で、歳入歳

出差引額（形式収支）、実質収支ともに 25 億 5,418 万 3,102 円の赤字となっており、翌年

度歳入の繰上充用で補塡している。

前年度と比較し、歳入は 9 億 4,181 万 9,127 円（△ 81.0％）、歳出は 10 億 7,724 万 8,718

円（△ 28.0％）それぞれ減少している。

なお、当年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は １億 3,542 万

9,591 円の黒字となっている。

歳入決算、歳出決算の状況は、次のとおりである。

令和２年度 令和元年度 比較増減
前年度

 対比(%)

221,489,601 1,163,308,728 △ 941,819,127 19.0

2,775,672,703 3,852,921,421 △ 1,077,248,718 72.0

△ 2,554,183,102 △ 2,689,612,693 135,429,591 95.0

継 続 費
逓次繰越額

繰越明許費
繰 越 額

事故繰越し
繰 越 額

△ 2,554,183,102 △ 2,689,612,693 135,429,591 95.0

（単位：円）

区　　　　　　分

歳 入 決 算 額 A

歳 出 決 算 額 B

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 ） C:A-B

実 質 収 支 C-D

翌年 度 へ
繰り 越 す
べき 財 源

D
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ア 歳入決算の状況

歳入決算の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

歳 入 決 算 状 況 年 度 比 較 表

当年度の収入済額は 2 億 2,148 万 9,601 円で、前年度と比較し 9 億 4,181 万 9,127 円（△

81.0％）減少している。また、歳入全体の収入率は、前年度と同率で 100.0％となっている。

次に、款別の収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

款 別 収 入 状 況 年 度 比 較 表

収入済額の内訳は、財産収入が 1 億 5,649 万 595 円で歳入決算額全体の 70.7％を占め、

次いで、諸収入が 6,499 万 9,006 円（構成比 29.3％）となっている。

前年度と比較し、財産収入が 8 億 9,080 万 9,813 円（△ 85.1％）減少しているが、これ

は主に、保有地の売却件数が減少したことによるものである。市債の皆減は、新港地区の港

湾関連用地造成事業が完了し、整備費が皆減となったことによるものである。また、諸収入

が前年度と比較し 6,499 万 2,586 円と大きく増加しているが、これは新港地区の港湾整備事

業の実施に伴う先行漁業補償の受入によるものである。

金  額
B

収入率
B/A

令和２年度 2,789,677,000 221,489,601 221,489,601 100.0%

令和元年度 3,915,347,000 1,163,308,728 1,163,308,728 100.0%

比較増減 △ 1,125,670,000 △ 941,819,127 △ 941,819,127 0.0P 0

前年度対比 71.2% 19.0% 19.0%  － #DIV/0!

（単位：円）

収 入 済 額

区　　分 予算現額
調定額

A
不納欠損額 収入未済額

収入済額
A

構成比
(%)

収入済額
B

構成比
(%)

使用料及び手数料 0.0 1,900 0.0 △ 1,900 皆減

財 産 収 入 156,490,595 70.7 1,047,300,408 90.0 △ 890,809,813 14.9

市 債 0.0 116,000,000 10.0 △ 116,000,000 皆減

諸 収 入 64,999,006 29.3 6,420 0.0 64,992,586 1012445.6

合　　　計 221,489,601 100.0 1,163,308,728 100.0 △ 941,819,127 19.0

（単位：円）

令和２年度 令和元年度

区　　分
比較増減

A-B

前年度
対比(%)

A/B
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イ 歳出決算の状況

歳出決算の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

歳 出 決 算 状 況 年 度 比 較 表

当年度の支出済額は 27億7,567万2,703円で、前年度と比較し 10億7,724万8,718円（△

28.0％）減少しており、歳出全体の執行率は 99.5％となっている。

また、不用額が 1,400万4,297円生じているが、これは主に、臨海土地管理業務における成

功報酬型土地売却仲介業務に係る委託料の執行がなかったことによるものである。

次に、款別の支出状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

款 別 支 出 状 況 年 度 比 較 表

支出済額の内訳は、繰上充用金が 26 億 8,961 万 2,693 円で歳出決算額全体の 96.9％を占

め、次いで公債費が 6,708 万 8,031 円（構成比 2.4％）、臨海土地造成事業費 1,897 万 1,979

円（構成比 0.7％）となっている。

前年度と比較し、公債費が 8 億 8,940 万 7,999 円（△ 93.0％）減少しているが、これは

主に、土地の売払収入相当額に対する繰上償還額が減少したことによるものである。

一方、繰上充用金が 6,748 万 9,990 円（△ 2.4％）減少しているが、これは、前年度にお

金  額
B

執行率
B/A

令和２年度 2,789,677,000 2,775,672,703 99.5% 14,004,297

令和元年度 3,915,347,000 3,852,921,421 98.4% 62,425,579

比較増減 △ 1,125,670,000 △ 1,077,248,718 1.1P 0 △ 48,421,282

前年度対比 71.2% 72.0%  － #DIV/0! 22.4%

（単位：円）

支 出 済 額

区　　分
予算現額

A
翌年度繰越額

C
不用額
A-B-C

支出済額
A

構成比
(%)

支出済額
B

構成比
(%)

臨 海 土 地
造 成 事 業 費 18,971,979 0.7 139,322,708 3.6 △ 120,350,729 13.6

公 債 費 67,088,031 2.4 956,496,030 24.8 △ 889,407,999 7.0

繰 上 充 用 金 2,689,612,693 96.9 2,757,102,683 71.6 △ 67,489,990 97.6

合　　　計 2,775,672,703 100.0 3,852,921,421 100.0 △ 1,077,248,718 72.0

（単位：円）

令和２年度 令和元年度

区　　　分
比較増減

A-B

前年度
対比(%)

A/B
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いて単年度収支が黒字であったことによるものである。

なお、市債の状況について、前年度末現在高は 19 億 6,056 万 1,400 円であり、当年度に

おける新規借入はなく、元金償還額は 6,531 万 7,000 円であり、この結果、当年度末現在の

残高は 18 億 9,524 万 4,400 円となっている。

ウ 保有地の状況

本会計が保有している造成地の状況については、次表のとおりである。

保有地地積の年度比較表

当年度は、新港地区において 1,853.00 ㎡増加しているが、これは、新港地区の保有地を

売却した一方で臨港道路の計画から外れた土地について、港湾特別会計から所管換を行って

おり、この結果、当年度末現在において保有している土地は 29 万 9,045.45 ㎡となってい

る。

エ まとめ

本会計の主体である土地造成事業は先行投資型の事業であるという特性のため、造成した

土地の売却の進捗により収支が大きく変動する。これまで地方公共団体の財政の健全化に関

する法律に基づき、平成２３年度に経営健全化計画を策定し、以降計画に基づいて事業を進

め、資金不足比率が基準を下回ったことから、平成３０年度に経営健全化計画を完了してい

る。当年度までの期間においても資金不足比率は基準を下回っており、一定程度の健全な経

営がなされていると思料された。

新港地区の港湾関連用地造成事業は令和元年度に完了し、当面の期間は造成事業を行わな

い予定となっており、市債の増加は見込まれないものの、赤字の解消に向けて保有地の売却

促進は不可欠である。成功報酬型土地売却仲介業務委託といった新たな取組も積極的に行わ

れているが、今後とも保有地の売却や貸付けを計画的に進め、国際拠点港湾としての機能を

より一層高めるため、ポートセールスを通じた企業誘致活動を戦略的に行い、経営の安定化

が図られるよう望むものである。

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度

地 積 地 積

長 府 地 区 59,731.00 59,731.00 0.00

東 港 地 区 43,206.45 43,206.45 0.00

新 港 地 区 196,108.00 194,255.00 1,853.00

合 計 299,045.45 297,192.45 1,853.00

注　地積は、年度末における数値。

（単位：㎡）

区 分 比 較 増 減
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(4) 渡船特別会計

当年度の決算収支の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

決 算 収 支 状 況 年 度 比 較 表

当年度の決算額は、歳入 1 億 5,986 万 9,619 円、歳出 1 億 5,092 万 9,151 円で、歳入歳出

差引額（形式収支）、実質収支ともに 894 万 468 円の黒字となっている。

前年度と比較し、歳入は 370 万 1,567 円（△ 2.3％）、歳出は 317 万 2,589 円（△ 2.1％）

それぞれ減少している。

なお、当年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は 52 万 8,978 円

の赤字となっている。

歳入決算、歳出決算の状況は、次のとおりである。

令和２年度 令和元年度 比較増減
前年度

 対比(%)

159,869,619 163,571,186 △ 3,701,567 97.7

150,929,151 154,101,740 △ 3,172,589 97.9

8,940,468 9,469,446 △ 528,978 94.4

継 続 費
逓次繰越額

繰越明許費
繰 越 額

事故繰越し
繰 越 額

8,940,468 9,469,446 △ 528,978 94.4

（単位：円）

区　　　　　　分

歳 入 決 算 額 A

歳 出 決 算 額 B

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 ） C:A-B

実 質 収 支 C-D

翌年 度 へ
繰り 越 す
べき 財 源

D

（案）
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ア 歳入決算の状況

歳入決算の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

歳 入 決 算 状 況 年 度 比 較 表

当年度の収入済額は 1 億 5,986 万 9,619 円で、前年度と比較し 370 万 1,567 円（△ 2.3％）

減少している。また、歳入全体の収入率は、前年度と同率で 100.0％となっている。

次に、款別の収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

款 別 収 入 状 況 年 度 比 較 表

収入済額の主なものは、国庫支出金が 5,354 万 3,042 円で歳入決算額全体の 33.5％を占

め、次いで、県支出金が 4,697 万 5,000 円（構成比 29.4％）、繰入金が 3,200 万円（構成

比 20.0％）となっている。

前年度と比較し、県支出金が 2,319 万 9,000 円（ 97.6％）増加しているが、これは、鉄

道運輸機構への共有船舶使用料が県の離島航路補助対象経費に算入されたことによるもの

金  額
B

収入率
B/A

令和２年度 157,905,000 159,869,619 159,869,619 100.0%

令和元年度 155,466,000 163,571,186 163,571,186 100.0%

比較増減 2,439,000 △ 3,701,567 △ 3,701,567 0.0P

前年度対比 101.6% 97.7% 97.7%  － 

（単位：円）

収 入 済 額

区　　分 予算現額
調定額

A
不納欠損額 収入未済額

収入済額
A

構成比
(%)

収入済額
B

構成比
(%)

事 業 収 入 17,015,140 10.6 17,856,640 10.9 △ 841,500 95.3

使用料及び手数料 0.0 8,015 0.0 △ 8,015 皆減

国 庫 支 出 金 53,543,042 33.5 61,684,651 37.7 △ 8,141,609 86.8

県 支 出 金 46,975,000 29.4 23,776,000 14.5 23,199,000 197.6

財 産 収 入 45,222 0.0 1,126,302 0.7 △ 1,081,080 4.0

繰 入 金 32,000,000 20.0 48,000,000 29.3 △ 16,000,000 66.7

繰 越 金 9,469,446 5.9 10,822,244 6.6 △ 1,352,798 87.5

諸 収 入 821,769 0.5 297,334 0.2 524,435 276.4

合　　　計 159,869,619 100.0 163,571,186 100.0 △ 3,701,567 97.7

（単位：円）

令和２年度 令和元年度

区　　分
比較増減

A-B

前年度
対比(%)

A/B
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である。

一方、繰入金が 1,600 万円（△ 33.3％）減少しているが、これは、鉄道運輸機構への共有

船舶使用料が、県の離島航路補助金に算入されたことによるものである。

イ 歳出決算の状況

歳出決算の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

歳 出 決 算 状 況 年 度 比 較 表

当年度の支出済額は 1 億 5,092 万 9,151 円で、前年度と比較し 317 万 2,589 円（△ 2.1％）

減少しており、歳出全体の執行率は 95.6％となっている。

また、不用額が 697 万 5,849 円生じているが、これは主に、船員の休職に伴う給料及び職

員手当等の減少及び燃料費等の経費が見込みを下回ったことによるものである。

次に、款別の支出状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

款 別 支 出 状 況 年 度 比 較 表

支出済額の内訳は、渡船費が 1 億 4,901 万 3,082 円で歳出決算額全体の 98.7％を占め、

次いで公債費が 191 万 6,069 円（構成比 1.3％）となっている。

前年度と比較し、渡船費が 316 万 7,361 円（△ 2.1％）減少しているが、これは主に、燃

料費及び修繕料の支出が減少したことによるものである。

また、市債の状況については、前年度末現在高は 1,354 万 821 円であり、当年度における

金  額
B

執行率
B/A

令和２年度 157,905,000 150,929,151 95.6% 6,975,849

令和元年度 155,466,000 154,101,740 99.1% 1,364,260

比較増減 2,439,000 △ 3,172,589 △ 3.5P 5,611,589

前年度対比 101.6% 97.9%  － 511.3%

（単位：円）

支 出 済 額

区　　分
予算現額

A
翌年度繰越額

C
不用額
A-B-C

支出済額
A

構成比
(%)

支出済額
B

構成比
(%)

渡 船 費 149,013,082 98.7 152,180,443 98.8 △ 3,167,361 97.9

公 債 費 1,916,069 1.3 1,921,297 1.2 △ 5,228 99.7

合　　　計 150,929,151 100.0 154,101,740 100.0 △ 3,172,589 97.9

（単位：円）

令和２年度 令和元年度

区　　　分
比較増減

A-B

前年度
対比(%)
A/B
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新規借入はなく、元金償還額は 184 万 751 円であった。この結果、当年度末現在の残高は

1,170 万 70 円となっている。

ウ 渡船の利用状況

航路別の渡船の利用状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

渡 船 利 用 状 況 表

当年度の利用状況について、六連島航路は、１日４便運航（８月４日から８月１６日ま

で、１２月２７日から１２月３１日まで、１月２日から１月４日まで、３月２０日から３

月２１日までは１日５便運航、１月１日は２便運航）で、利用者数は 2 万 6,323.5 人と

なっており、前年度と比較しマイナス 2,056.0 人（△ 7.2％）減少している。また、蓋井島

航路は、１日３便運航（１１月１日から３月３１日までは１日２便運航、１月１日は休航）

で、利用者数は 1 万 4,503.0 人となっており、前年度と比較しマイナス 840.5 人（△

5.5％）減少している。

利用人員(人) 料金収入(円) 利用人員(人) 料金収入(円) 利用人員(人) 料金収入(円)

令和２年度 26,323.5 8,472,470 14,503.0 8,469,670 40,826.5 16,942,140

令和元年度 28,379.5 8,934,410 15,343.5 8,922,230 43,723.0 17,856,640

比較増減 △ 2,056.0 △ 461,940 △ 840.5 △ 452,560 △ 2,896.5 △ 914,500

前年度対比 92.8% 94.8% 94.5% 94.9% 93.4% 94.9%

六連島航路 蓋井島航路 合　　　計

注 　６歳以下の未就学の者の人数は含まれていない。また、小学生は 0.5人とし、定期券の場合は60人(１ヶ月)、回数券１
　　冊の売上に対し 11人とし、臨時運航の場合は乗船した実数により計算している。

区     分
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